
第第第第３３３３７７７７回調査回調査回調査回調査    ＜＜＜＜2002 年年年年１２１２１２１２月調査月調査月調査月調査＞＞＞＞  

 

● 好転好転好転好転したしたしたした経営実態経営実態経営実態経営実態  

 大阪同友会の第３７回景況調査（２００２年十月～十二月期）の結果がまとまりまし

た。発送数５１６に対して有効回答数１６０、回収率は３１・０％です（前回１７・１％。

なお、回答企業平均従業員数２６･２人、回答企業平均資本金額２３６６万円）。前回

は、回収率の低さを問題にしましたが、今回は改善されました。  

 今回の回答から経営実態では、売上、利益、受注ともに改善していることが特徴にな

っています。各回答の増加から減少を引いた値（ＤＩ値）は、前年同期比で売り上げ▲

１・９（前回７～９月期▲１６・５）、利益▲６・９（前回▲１６・５）、受注▲１・

２（前回▲７・４）となっています。まだ減少企業が多いものの、増加企業との差は縮

小しています。採算状況も改善し、黒字企業が５１・３％と半分を超え、ＤＩ値（黒字

マイナス赤字）も２８・８（前回９・１）となりました。改善傾向は、２００２年の第

二・四半期（三～六月期）から続いており、三期連続です。前回も改善は見られたもの

の改善幅が縮小している点を問題にしましたが、今回は改善幅も拡大しています。（表

２）  

 こうした変化が景気回復を示していると即断することは、不安要因が多いだけにでき

ません。経営実態の改善が今後も年度末に向けて持続していくのか、これからの景気回

復につながっていくのかどうか、この点が問題になります。  

 

●景気景気景気景気にはにはにはには依然厳依然厳依然厳依然厳しいしいしいしい見方見方見方見方  

 経営実態には改善が見られつつも、景気動向については依然多くの経営者が厳しい見

方をしています。今後の景気見通しについては「最悪不況続く」が５９・４％（前回５

７・９％）、「２００２年も不安定」３５・０％（前回３３・９％）と前回とほとんど

変わっていません。業界の今後については、多少ですが「悪化」が増えています（前回

５６・２％→今回６１・３％）。景気回復の兆しも｢ほとんど出ていない｣が７８・８％

（前回７６・９％）と依然高い数値を示しています。同友会の企業は、景気が厳しいな

かでも懸命に努力を続け、何とか経営状況を好転させてきている状況がうかがわれます。

（表１）  

 

 しかし、一方でこうした景気状況を反映して次期（〇三年一～三月期）については楽

観していない経営者が少なくありません。今期（十～十二月期）と比較した次期のＤＩ

値は、売上▲１１・２、利益▲１５・０、受注▲１４・４となっており、厳しい目で見

ています。（表２）  

 

●地域別地域別地域別地域別のののの景気動向景気動向景気動向景気動向  



 景気動向を業種別に見ても大きな違いは見られませんでしたが、地域的には大きな違

いが認められました。今期の結果（対前年同期比）ＤＩ値は、東大阪地域がもっともよ

く（売上３１・３、利益１９・０、受注１９・０）、いずれも高いプラス値になってい

ます。他地域はいずれもマイナス値ですが、そのなかでは大阪市内地域が比較的よく（売

上▲１０・０、利益▲８・７、受注▲２・５）、一方北大阪地域（売上▲３１・５、利

益▲３１・５、受注▲３１・５）、南大阪地域（売上▲１６・７、利益▲３３・３、受

注▲１３・３）は厳しい状況にあります。それほど広いとは思えない大阪府内でも経営

状況にこれだけの差があることについては留意していかなければなりません。  

 

●小規模層小規模層小規模層小規模層のののの問題問題問題問題     

 今回の回答から読み取れるもうひとつの特徴は、小規模層で金融面での困難が見られ

ることです。資金繰りについてのＤＩ値（楽マイナス苦しい）は、全体では▲３・２で

前回（▲１４・０）と好転しています。しかし、九人以下では▲２３・２と全体よりも

はるかに厳しい状況にあります。また、銀行の対応についても全体では悪化が２３・１％

なのに対し、九人以下では３２・１％となっています。保証付債務の銀行の変化につい

ても悪化が全体では１１・３％なのに対し、九人以下では１６・１％となっています。

小規模企業でも好転している企業は存在しているのですが、それ以上に金融面で厳しい

状態になっている企業が多い点については注意する必要があるでしょう。これが直接貸

し渋りや貸し剥がしを示しているかどうかは簡単に判断することはできませんが、様子

を見ていく必要があります。  

 

●各企業各企業各企業各企業のののの動向動向動向動向からからからから  

 売上・利益を増加させている企業の要因は、前回と比べて若干の増減はありますが、

上位項目には大きな変化はありません。（表４）  

 記述回答からは、ポイントを絞り、戦略的な対応を積極的に行っている企業で成果が

現れているケースが目立っていました。特に、スピードや変化への対応、顧客ニーズや

顧客満足度の重視がポイントになっているようです。また、同業他社との差別化につい

ての言及も多く、「他者と同質競争をしない、開発力の強化、ＣＳ（顧客満足度）強化」

（食品）という回答もありました。  

 一方、売上・利益を減少させている企業からは、不況を理由とする回答が多く、従来

不況の影響が小さかった分野にまでその影響が及んでいるという声もありました。また、

｢売上はほぼ横に近いが、戦争気配によるナフサ高、素原料仕入高、単価引き下げによ

る利益減が大きい｣という回答もあり、今後の国際情勢の行方が気になるところです。  



 

 

 



    


